〔内閣総理大臣麻生太郎君登壇、拍手〕
高嶋議員の質問にお答えをさせていただきます。
まず最初に、定額給付金についてのお尋ねがありました。定額給付金は、家計への緊急支援であり、併せて消費を増やす経済効果もあり、生活に対する重要な施策と考えておると度々申し上げてきております。また、国民からは、給付を待っているという声も多く届けられておるところでもあります。
現時点で百以上の地域で定額給付金の給付時期に合わせて商工関係団体が特典付商品券を発行することを検討しているなど、既に心理的な元気付け効果が出始めておるところであります。このような状況からして、無駄遣いやばらまきという指摘は当たらず、大きな効果が期待できるものと考えております。したがって、撤回するつもりは全くございません。

次に、構造改革についての御質問がありました。これまで取り組んできた改革は、我が国の経済と社会の活性化に一定の成果を上げたと存じます。しかし、格差の拡大や地方の疲弊といった改革によるひずみが指摘され、また世界金融危機といったような新しい課題が生じております。
私は、改革という基本路線を堅持しつつ、ひずみへの配慮と新しい課題への解決に取り組んでまいります。その意味では、私の政策は、これまでの改革を否定するものではなく、改革を進化させるものと考えております。
次に、一刻も早く解散・総選挙を行うべきとの質問がありました。
今、国民が望んでいることは、景気対策と雇用対策だと確信しております。総選挙につきましては、いずれしかるべき時期に、野党との争点を明らかにして国民に信を問いたいと考えております。
派遣労働についてのお尋ねがありました。
これまでの労働者派遣法の改正は、厳しい雇用情勢の中で雇用の場を確保することや、労働者の多様な働き方に対してそういうニーズに対応することなどを目的として、労働者の保護に欠けることのないよう留意しつつ行われてきたものと認識をいたしております。
しかしながら、今回の急激な雇用情勢の悪化は世界的な金融経済危機に端を発したものであり、これまでの改正時の想定をはるかに上回っておったと存じます。したがって、労働者の雇用や生活の安定に向けて、政治としては、これまでにない規模、内容の雇用対策を講じるほか、現在国会に提出しております労働者派遣法による見直しなど、様々な取組が必要だと考えております。
雇用のセーフティーネットについてのお尋ねがありました。雇用は生活の糧であります。その安定を図ることで暮らしの不安を取り除くことが今何よりも重要と考えております。このため、非正規労働者が給付を受けやすくなるよう雇用保険の給付を拡充するとともに、雇用保険の受給の有無にかかわらず、職業訓練の充実を行い、また、訓練期間中の生活保護のための給付制度の拡充などに取り組むことといたしております。さらに、緊急対応として、最大百八十六万円の住宅・生活資金の貸付け、雇用促進住宅の活用による迅速な入居のあっせんなどを既に実施をいたしておるところでもあります。
このように、雇用のセーフティーネット機能の充実を図ることにより、安心して働ける環境の整備を更に図っていかねばならぬと考えております。
生活保護制度についてのお尋ねがありました。職と住居を失い、生活に困窮しておられる方々につきましては、雇用施策などにより、就職、住居、生活などの支援を全力で行っているところであります。これらの支援を行ってもなお困窮している方々につきましては、引き続き最後のセーフティーネットであります生活保護によって適切に支援をすることといたしております。その財源につきましては、平成二十一年度予算において、国として負担すべき国庫負担について所要の額を計上いたしており、引き続き必要な財源を確保して
まいりたいと考えております。
いわゆるわたりについてのお尋ねがありました。
わたりあっせんの承認については、国民からの厳しい批判や国民における議論を踏まえ、私としては、今後わたりあっせんの申請が出てきた場合であってもこれを認める考えはありませんと、この間もお答え申し上げました。この方針は、今後も政府の方針として受け継がれるべきものであると考えております。
公務員制度改革における人事院の持つ機能についてのお尋ねがあっております。
国家公務員制度改革基本法には、総務省や人事院などが有するいわゆる機能について、必要な範囲で内閣官房に移管することが既に定められております。人事院の機能の移管に当たりましては、労働基本権の代償措置や人事行政の公正な確保に十分に配慮しつつ、基本法の趣旨に沿って検討を進めてまいるつもりであります。
次に、内閣人事局の新設についてのお尋ねがあっております。
内閣人事局につきましては、国家公務員制度改革基本法の趣旨に沿って検討を進めてまいります。
その際に、人事院制度を実質的に廃止することを意図するものではありません。内閣の責任において、基本法の定めるところにより、今通常国会に法律案を提案させていただきます。
地方分権改革についてのお尋ねがありました。
活力ある地方をつくり出すためには、地方が地域の経営者として自らを考え、実行することができるようにするために、地方自治体に一層の権限と責任の移譲を行うことが必要であります。
現在、二重行政を排除するため、地方分権改革推進委員会の第二次勧告に沿って国の出先機関改革の工程表を作成中であります。また、地方税財政改革については、当初から推進委員会の第三次勧告において予定されているものでありまして、先送りとの指摘は当たっていないと存じます。
地方分権改革の推進は内閣の最重要課題の一つと考えており、真の分権型社会の実現に向け、積極的かつ着実に推進してまいりたいと存じます。
道路特定財源の一般財源化についてのお尋ねがありました。
道路特定財源の一般財源化というのは、揮発油税などの歳入を道路整備に使うという義務付けをやめるということであります。この意味で、二十一年度から道路特定財源はすべて一般財源化することといたしております。
こうした中で、地域活力基盤創造交付金は、道路以外の関連インフラの整備やソフト事業などにも使える、使い勝手の良いものといたしております。これは、与党において御議論をいただき、地方からの要望も踏まえて、地方の道路整備の必要性や財政の状況に配慮したものだと理解をしております。
暫定税率についてのお尋ねもありました。
揮発油税などの暫定税率分も含めた税率の在り方は、今後の税制抜本改革時に検討することとしておりますが、それまでの間、地球温暖化問題への国際的な取組、国、地方の厳しい財政状況などを踏まえ、現行の税率水準を維持することといたしております。したがって、道路特定財源の一般財源化によって暫定税率の根拠が失われるとは考えておりません。
福田前総理が示された一般財源化についてのお尋ねもあっておりました。
先ほど申し上げましたように、揮発油税などは、平成二十一年度から所得税や法人税などと同様に様々な政策に使い得るよう、すべて一般財源化することといたしております。さらに、社会保障財源への拠出も行うこととしておりますのは御存じのとおりです。したがって、今回の改革は、一般財源化を定めた昨年五月の閣議や福田前総理の御趣旨に沿ったものと考えております。
最後に、解散の決意についてのお尋ねがありました。
先ほど申し上げましたとおり、いずれしかるべき時期に国民に信を問いたいと考えております。
解散は私が決めさせていただきます。
残余の質問につきましては、関係大臣から答弁させます。（拍手）
〔国務大臣鳩山夫君登壇、拍手〕
· 国務大臣（鳩山夫君）
高嶋議員から二点お尋ねがございまして、雇用の問題でございますが、雇用情勢が急速に悪化しておりまして、地方自治体が緊急対応として実施している臨時職員の採用などは、いわゆる特別交付税、六千七百億、三月に配るわけですが、その内数で実施をしていきたい。
それから、四千億円の基金が都道府県に積まれて、そして市町村も使えるという形で雇用創出に努めてまいります。
また、麻生総理のツルの一声で一兆円の地方交付税が別枠で増額されまして、そのうちの半分の五千億円は二十一年度及び二十二年度、二年間は地域雇用創出推進費という形になります。そうした意味では、これまでにない
規模、内容の雇用対策あるいはその地方税財源を充実をさせていくところでございます。
ただ、高嶋議員から御指摘のあった森林保全等の自治体の工夫で行う中長期的な雇用対策というのは、私は大賛成でございまして、言わば川の下流から上流への人の流れをつくりたい。すなわち、青年海外協力隊というのがありますが、その国内版として、地域おこし協力隊というような形で都会の人間が農業をやる、あるいは森林整備をやる、それを自治体や国が助けると、これはいい考えだと思っております。
地方分権改革についてでありますが、今、地方分権改革推進委員会から第二次勧告が出まして、その工程表を作るわけです。これは、国の出先機関の大胆な廃止、再編が含まれておりまして、これをやらなくてはならない。
そして、当然、地方分権改革をやって、市町村長さんや都道府県知事さんが真の地域の経営者となれるように分権化を進めていかなければならないわけでございますが、当然お金も要るわけでありますので、分権改革推進委員会の三次答申では、税財政構造について調査審議をいただいているところでございまして、当然、この分権と地方税財政の問題は一体となって進めていくつもりでございます。（拍手）
〔国務大臣金子一義君登壇、拍手〕
· 国務大臣（金子一義君） 
高嶋議員から道路特定財源一般化について御質問がございました。
この道路特定財源の一般財源化とは、揮発油税等の歳入を道路整備に使わなければならないという義務付けをやめるものでありまして、このために、平成二十一年度からこの義務付けを廃止する法律案をこの国会に提出しております。
これまでの地方道路整備臨時交付金は、揮発油税収四分の一を直入するということになっておりましたし、道路特定財源があるがゆえに予算のシーリングの外側にありましたけれども、これからはすべて平成二十一年度以降は新しい交付金を含めて予算編成過程で決定することとしておりまして、また財源は建設国債でこれからは賄う、充当されるものと聞いておりまして、まさに一般財源化であります。
地域活力基盤創造交付金につきましては、地方から引き続き道路整備の必要性、強い要望がありまして、今回、地域活力基盤創造交付金をつくり、真に必要な道路にこたえられるようにしていきたいということで構築したものであります。（拍手）
〔国務大臣中川昭一君登壇、拍手〕
· 国務大臣（中川昭一君） 
高嶋議員の御質問にお答え申し上げます。
道路特定財源の一般財源化についてのお尋ねでございますが、道路特定財源の一般財源化とは、揮発油税等の歳入を道路整備に使うという義務付けをやめるということでございます。
この意味で、平成二十一年度から道路特定財源はすべて一般財源化をするとしております。
そうした中で、新たに創設される地域活力基盤創造交付金は、一般の補助金や交付金と同様に、そもそも特定の税収を財源にすることを義務付けている制度ではなく、一般財源化を定めた昨年五月の閣議決定の趣旨に沿ったものであると考えております。
次に、暫定税率についてのお尋ねでございますが、揮発油税等の暫定税率分も含めた税率の在り方は今後の税制抜本改革時に検討することとしておりますが、それまでの間、地球温暖化問題への国際的な取組、地方の道路整備の必要性、国、地方の厳しい財政状況等を踏まえ、現行の税率水準を維持することとしており、暫定税率の根拠が失われたとは考えておりません。（拍手）
